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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第２四半期連結
累計期間

第70期
第２四半期連結
累計期間

第69期
第２四半期連結
会計期間

第70期
第２四半期連結
会計期間

第69期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 29,051 29,087 17,204 16,493 76,367

経常利益（△損失）（百万円） △111 368 206 530 2,070

四半期（当期）純利益（△損失）

（百万円）
△49 134 126 162 1,008

純資産額（百万円） － － 19,047 19,714 20,329

総資産額（百万円） － － 57,400 55,425 61,537

１株当たり純資産額（円） － － 745.02 773.04 796.45

１株当たり四半期（当期）純利益

（△損失）（円）
△2.02 5.43 5.12 6.60 40.77

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 32.10 34.44 32.00

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
2,981 △377 － － 4,921

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,121 △483 － － △3,978

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△628 749 － － △1,398

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 2,472 2,673 2,785

従業員数（人）

［外、平均臨時雇用者数］(人)
－ －

1,230

[83]

1,376

[83]

1,200

[85]

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については潜在株式がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,376[83]

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は［　］内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載

しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,225[76]

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は［　］内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）
（百万円） 

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（百万円）

建設事業 16,927 18,894（11.6％増）

　（注）当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

(2）売上実績

セグメントの名称

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（百万円）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（百万円）

建設事業 17,097 16,298（ 4.7％減）

不動産事業等 107 194（81.3％増）

合計 17,204 16,493（ 4.1％減）

（注）１．当社グループは生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

２．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次の通りであります。

前第２四半期連結会計期間 東海旅客鉄道㈱ 9,489百万円 55.2％

当第２四半期連結会計期間 東海旅客鉄道㈱ 10,258百万円    62.2％

(3）売上にかかる季節的変動について

建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。
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　なお、参考のため提出会社の個別の事業の状況は次の通りであります。

建設事業における受注工事高及び完成工事高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越工事高
（百万円）

期中受注工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成工事高
（百万円）

期末繰越工事高
（百万円）

 土木工事 36,086 16,087 52,174 16,053 36,120

前第２四半期累計期間

(自　平成21年４月１日

至　平成21年９月30日)

建築工事 20,323 9,718 30,041 12,350 17,691

計 56,410 25,805 82,216 28,403 53,812

兼業事業 － － － 165 －

 合計 56,410 25,805 82,216 28,569 53,812

 土木工事 34,317 18,613 52,930 20,050 32,880

当第２四半期累計期間

(自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日)

建築工事 16,760 15,991 32,752 8,233 24,519

計 51,078 34,604 85,683 28,283 57,399

兼業事業 － － － 376 －

 合計 51,078 34,604 85,683 28,660 57,399

 土木工事 36,086 45,564 81,651 47,334 34,317

前事業年度

(自　平成21年４月１日

至　平成22年３月31日)

建築工事 20,323 23,708 44,032 27,271 16,760

計 56,410 69,273 125,683 74,605 51,078

兼業事業 － － － 474 －

 合計 56,410 69,273 125,683 75,080 51,078

（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減があるものについては、期中受注工事高に

その増減額を含みます。したがいまして、期中完成工事高にもその増減額が含まれます。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致します。

②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間

（自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日）

土木工事 4,389 7,127 11,516

建築工事 191 4,952 5,144

計 4,581 12,080 16,661

当第２四半期会計期間

（自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日）

土木工事 2,835 6,740 9,575

建築工事 2,735 6,261 8,996

計 5,570 13,002 18,572
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③　完成工事高

（イ）建設事業（完成工事高）

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間

（自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日）

土木工事 1,922 7,934 9,857

建築工事 241 6,778 7,020

計 2,164 14,713 16,877

当第２四半期会計期間

（自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日）

土木工事 1,883 9,301 11,185

建築工事 722 4,114 4,836

計 2,605 13,416 16,021

（注）１．前第２四半期会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの

山梨県 主要地方道市川三郷身延線道路工事（波高島工区）

東海旅客鉄道（株） 鵜沼駅改築

東海旅客鉄道（株） 鳥飼車両基地総合管理棟新築工事

中日本高速道路（株） 中央自動車道韮崎IC他４IC料金所連絡通路新築工事

　　　　　当第２四半期会計期間の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なもの

ジェイアール東海不動産（株） 三島大宮町住宅（仮称）建設工事

東海旅客鉄道（株） 新大阪駅構内軌道新設ほか（１）

国土交通省 平成21年度　23号豊橋ＢＰ吉前高架橋下部工事

中日本高速道路（株） 東名阪自動車道有松ＩＣ～名古屋南ＪＣＴ間管理施設新築工事

東京都 台東区浅草一丁目付近再構築工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次の通りであり

ます。

前第２四半期会計期間 東海旅客鉄道㈱ 9,489百万円 56.2％

当第２四半期会計期間 東海旅客鉄道㈱   10,258百万円  64.0％

（ロ）兼業事業（兼業事業売上高）

期別 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日

至　平成21年９月30日）
－ 88 88

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日

至　平成22年９月30日）
－ 176 176
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④　繰越工事高（平成22年９月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

土木工事 8,413 24,466 32,880

建築工事 6,596 17,923 24,519

計 15,009 42,389 57,399

（注）繰越工事のうち請負金額５億円以上の主なもの

中日本高速道路（株） 北陸自動車道　中新保函渠工事 平成24年２月竣功予定

（株）フジトランスコーポレーション
（仮称）フジトランスコーポレーション

豊田倉庫新築工事
平成23年５月竣功予定

鉄道建設運輸施設整備支援機構 九州新幹線（鹿児島）、八代軌道敷設 平成22年12月竣功予定

東海旅客鉄道（株） 多治見駅改築（２） 平成22年10月竣功予定

伊藤忠都市開発（株） （仮称）クレヴィア都島新築工事 平成22年10月竣功予定

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、欧米経済の悪化懸念や急速な円高進行と株価下落により、

企業収益の改善は弱まり、依然として厳しい雇用情勢等、景気は低迷状況が続いております。

　建設業界におきましても、市場規模の縮小トレンドが依然として変わらず、先行きは依然不透明な状況となって

おります。

　このような情勢下、当社グループは、安全と品質確保並びに技術力の向上を重点に事業活動を積極的に進めてま

いりました。その結果、当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は16,493百万円、営業利益は544百万円、経常

利益は530百万円、四半期純利益は162百万円となりました。

　なお、当社グループの主たる事業であります建設事業は、工事の完成引渡しが下半期、特に第４四半期に偏ると

いう季節的変動要因があります。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　（建設事業）

　当四半期連結会計期間については、完成工事高が前年同期比798百万円（4.7％）減少し16,298百万円となり

ましたが、セグメント利益は前年同期比204百万円（13.7％）増加の1,697百万円となりました。

　（不動産事業等）

　当四半期連結会計期間については、兼業事業売上高が前年同期比87百万円（81.3％）増加の194百万円となっ

たことに伴い、セグメント利益は前年同期比44百万円（126.5％）増加の78百万円となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、2,673百万円となり、前年同四半期連結会

計期間末比201百万円の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは7,111百万円（前年同四半期比1,246百万円減）の減少となりました。主

な要因としては、未成工事受入金の増加497百万円、税金等調整前四半期純利益333百万円等の増加要因に対して、

売上債権の増加7,257百万円、仕入債務の減少755百万円、その他負債の減少529百万円等の減少要因があります。

投資活動によるキャッシュ・フローは262百万円（前年同四半期比518百万円増）の減少となりました。主な要

因は無形固定資産の取得による支出170百万円、有形固定資産の取得による支出161百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは7,480百万円（前年同四半期比1,181百万円増）の増加となりました。主

な要因は、短期借入金の増加8,200百万円であります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は14百万円であります。なお、研究開

発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあ

りません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,000,000

計 65,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,060,000 27,060,000
名古屋証券取引所

市場第２部

単元株式数

1,000株　

計 27,060,000 27,060,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 27,060,000 － 1,594 － 1,746
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

東海旅客鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号 2,139 7.91

名工建設従業員持株会 名古屋市中村区名駅一丁目１番４号　 1,680 6.21

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号　 1,200 4.43

株式会社みずほ銀行　 東京都千代田区内幸町一丁目１番５号　 1,006 3.72

株式会社りそな銀行　 大阪市中央区備後町二丁目２番１号　 948 3.50

株式会社北陸銀行　 富山市堤町通り一丁目２番26号　 913 3.37

日本生命保険相互会社　 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号　 638 2.36

興和株式会社　 名古屋市中区錦三丁目６番29号 635 2.35

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町７ 632 2.34

計 － 9,794 36.19

　（注）上記のほか、自己株式が2,368千株（8.75％）あります。

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2,387,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  24,350,000 24,350 －

単元未満株式 普通株式     323,000 －
１単元（1,000株）

未満の株式

発行済株式総数 27,060,000 － －

総株主の議決権 － 24,350 －
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②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）  　 　 　 　

名工建設㈱
名古屋市中村区名駅

一丁目１番４号
2,368,000 － 2,368,000 8.75

（相互保有株式）  　 　 　 　

㈱鈴木軌道
大府市共和町二丁目

５番４号
19,000 － 19,000 0.07

計 － 2,387,000 － 2,387,000 8.82

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 527 531 552 569 533 529

最低（円） 508 512 520 528 520 517

　（注）最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第２部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,673 2,785

受取手形・完成工事未収入金等 25,867 32,615

未成工事支出金 ※6
 2,341 697

その他のたな卸資産 ※1
 683

※1
 722

繰延税金資産 935 879

その他 1,624 1,461

貸倒引当金 △674 △738

流動資産合計 33,452 38,422

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 6,394 6,524

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 851 775

土地 5,154 5,154

建設仮勘定 65 59

有形固定資産合計 ※2
 12,465

※2
 12,514

無形固定資産

ソフトウエア 328 363

その他 160 20

無形固定資産合計 489 384

投資その他の資産

投資有価証券 7,582 8,884

その他 1,463 1,358

貸倒引当金 △27 △26

投資その他の資産合計 9,018 10,215

固定資産合計 21,973 23,114

資産合計 55,425 61,537

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 13,445 18,389

短期借入金 13,050 12,255

未払法人税等 237 1,055

未成工事受入金 1,340 695

完成工事補償引当金 31 31

工事損失引当金 ※6
 72 90

賞与引当金 845 1,108

役員賞与引当金 20 42

その他 771 1,344

流動負債合計 29,814 35,012
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

固定負債

長期借入金 5,050 4,950

繰延税金負債 542 941

退職給付引当金 26 24

役員退職慰労引当金 63 63

その他 214 216

固定負債合計 5,897 6,195

負債合計 35,711 41,207

純資産の部

株主資本

資本金 1,594 1,594

資本剰余金 1,854 1,854

利益剰余金 16,581 16,570

自己株式 △1,236 △1,216

株主資本合計 18,794 18,803

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 293 890

評価・換算差額等合計 293 890

少数株主持分 627 635

純資産合計 19,714 20,329

負債純資産合計 55,425 61,537
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 ※1
 29,051

※1
 29,087

売上原価 26,639 26,317

売上総利益 2,411 2,769

販売費及び一般管理費 ※2
 2,592

※2
 2,481

営業利益又は営業損失（△） △180 287

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 88 92

受取地代家賃 47 42

その他 13 35

営業外収益合計 150 169

営業外費用

支払利息 77 78

その他 2 10

営業外費用合計 80 88

経常利益又は経常損失（△） △111 368

特別利益

前期損益修正益 30 109

投資有価証券売却益 0 19

移転補償金 101 －

その他 8 0

特別利益合計 141 129

特別損失

前期損益修正損 7 5

固定資産除却損 37 1

投資有価証券評価損 70 199

その他 2 1

特別損失合計 118 207

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△89 291

法人税等 ※3
 △37

※3
 157

少数株主損益調整前四半期純利益 － 133

少数株主損失（△） △2 △0

四半期純利益又は四半期純損失（△） △49 134
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 ※1
 17,204

※1
 16,493

売上原価 15,675 14,730

売上総利益 1,528 1,762

販売費及び一般管理費 ※2
 1,313

※2
 1,217

営業利益 215 544

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 5 7

受取地代家賃 23 21

その他 6 8

営業外収益合計 36 37

営業外費用

支払利息 43 41

その他 1 9

営業外費用合計 45 51

経常利益 206 530

特別利益

前期損益修正益 2 1

投資有価証券売却益 － 1

移転補償金 101 －

その他 6 0

特別利益合計 110 2

特別損失

前期損益修正損 0 0

固定資産除却損 9 1

投資有価証券評価損 70 197

その他 1 0

特別損失合計 82 200

税金等調整前四半期純利益 234 333

法人税等 ※3
 109

※3
 170

少数株主損益調整前四半期純利益 － 162

少数株主損失（△） △1 △0

四半期純利益 126 162
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△89 291

減価償却費 402 514

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △63

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 2 △0

工事損失引当金の増減額（△は減少） 127 △18

賞与引当金の増減額（△は減少） △170 △262

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △3 △22

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1 1

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 △0

受取利息及び受取配当金 △89 △92

支払利息 77 78

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △0 △19

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 70 199

有形固定資産売却損益（△は益） △8 △0

有形固定資産除却損 37 1

売上債権の増減額（△は増加） 8,415 6,744

未成工事支出金の増減額（△は増加） △4,154 △1,644

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 13 39

その他の資産の増減額（△は増加） △1,466 △232

仕入債務の増減額（△は減少） △1,834 △5,279

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,438 644

その他の負債の増減額（△は減少） 54 △204

その他 △3 △9

小計 2,824 664

利息及び配当金の受取額 89 92

利息の支払額 △68 △77

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 135 △1,056

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,981 △377
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △300 －

有形固定資産の取得による支出 △3,099 △418

有形固定資産の売却による収入 137 39

無形固定資産の取得による支出 △16 △181

投資有価証券の取得による支出 △0 △3

投資有価証券の売却による収入 156 124

貸付けによる支出 － △43

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,121 △483

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,900 1,595

長期借入れによる収入 1,600 300

長期借入金の返済による支出 △200 △1,000

自己株式の取得による支出 △2 △19

自己株式の売却による収入 0 －

配当金の支払額 △123 △123

少数株主への配当金の支払額 △3 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △628 749

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △767 △111

現金及び現金同等物の期首残高 3,239 2,785

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,472

※
 2,673
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

　（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

　（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高を算定する方

法

　一般債権の貸倒見積高を算定する方法については、前連結会計年度末に算定

したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会年度決算において

算定した貸倒見積率を使用しております。

　

２．固定資産の減価償却費の算定方法 　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

税金費用の算定方法 　税金費用の算定については当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度

の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて算出しております。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．その他のたな卸資産の内訳 ※１．その他のたな卸資産の内訳

販売用不動産 478百万円

材料貯蔵品 204 

計 683 

　

販売用不動産 493百万円

材料貯蔵品 228 

計 722 

　

 ※２．有形固定資産減価償却累計額 8,357百万円

　

 ※２．有形固定資産減価償却累計額 7,995百万円

　

　３．保証債務

連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入に対

して保証を行っております。

　３．保証債務

連結子会社以外の会社等の金融機関からの借入に対

して保証を行っております。

従業員の金融機関からの借入に対

する保証
42百万円

　

従業員の金融機関からの借入に対

する保証
38百万円

　

　４．受取手形の割引高は、149百万円であります。

　

　４．受取手形の割引高は、1,425百万円であります。

　

　５．当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく当第２四半期連結会

計期間末の借入未実行残高等は次の通りであります。

　５．当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結

しております。この契約に基づく当連結会計年度末の

借入未実行残高等は次の通りであります。

当座貸越限度額 14,600百万円

借入実行残高 8,000 

差引額 6,600 

　

当座貸越極度額 14,600百万円

借入実行残高 8,000 

差引額 6,600 

　

※６．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ております。

　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金のうち、工事損失引当金に対応する額は5百万円で

あります。

──────
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１．当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結

会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。

　

※１．　　　　　　　　　同左

※２．このうち、主要な費目及び金額は、次の通りでありま

す。

※２．このうち、主要な費目及び金額は、次の通りでありま

す。

従業員給料手当 968百万円

賞与引当金繰入額 203 

減価償却費 104 

退職給付費用 45 

役員賞与引当金繰入額 14 

　

従業員給料手当 925百万円

賞与引当金繰入額 203 

減価償却費 121 

退職給付費用 58 

役員賞与引当金繰入額 10 

　

※３．法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示してい

ます。

※３．　　　　　　　　　同左

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１．当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半

期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結

会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高

に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著しく多

くなるといった季節的変動があります。

　

※１．　　　　　　　　　同左　

※２．このうち、主要な費目及び金額は、次の通りでありま

す。

※２．このうち、主要な費目及び金額は、次の通りでありま

す。

従業員給料手当 501百万円

賞与引当金繰入額 101 

減価償却費 52 

退職給付費用 19 

役員賞与引当金繰入額 5 

　

従業員給料手当 451百万円

賞与引当金繰入額 100 

減価償却費 61 

貸倒引当金繰入額 48 

退職給付費用 35 

役員賞与引当金繰入額 5 

　

※３．法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示してい

ます。

※３．　　　　　　　　　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金預金勘定 2,772百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △300 　

現金及び現金同等物 2,472 

現金預金勘定 2,673百万円

現金及び現金同等物 2,673 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　27,060千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　 2,368千株

３．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

　
決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月18日

取締役会
普通株式 123 5 平成22年３月31日平成22年６月10日利益剰余金

　(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

　
決議

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月１日

取締役会
普通株式 123 5 平成22年９月30日平成22年11月25日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計、営業利益の金額の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　在外連結子会社及び主要な在外支店がないため、記載しておりません。 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　海外売上高がないため、記載しておりません。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。

　当社は、「建設事業」及び「不動産事業等」の２つを報告セグメントとしております。

　「建設事業」は建設工事全般に関する事業を、「不動産事業等」は不動産の売買及び賃貸等に関する不動

産事業等を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）　

（単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額

（注１）　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）　
建設事業 不動産事業等 合計

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 28,676 411 29,087 － 29,087

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
826 43 870 △870 －

計 29,503 454 29,957 △870 29,087

セグメント利益 2,603 181 2,785 △2,497 287

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

（単位：百万円）

　

報告セグメント
調整額

（注１）　

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）　
建設事業 不動産事業等 合計

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 16,298 194 16,493 － 16,493

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高
446 25 471 △471 －

計 16,744 219 16,964 △471 16,493

セグメント利益 1,697 78 1,776 △1,231 544
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（注）１．セグメント利益の調整額の内容は以下のとおりであります。

（百万円）

　 当第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結会計期間

セグメント間取引消去 △15 △14

全社費用※ △2,481 △1,217

合計 △2,497 △1,231

※全社費用は、報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　該当事項はありません。

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用しております。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 773.04円 １株当たり純資産額 796.45円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下の通りであります。

 
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,714 20,329

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 627 635

　（うち少数株主持分）（百万円） (627) (635)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計年度

末）の純資産額（百万円）
19,087 19,694

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連結会

計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数（千株）

　

24,691 24,727
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２．１株当たり四半期純利益（△損失）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △2.02円 １株当たり四半期純利益 5.43円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益（△損失）金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（△損失）（百万円） △49 134

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（△損失）（百万円） △49 134

普通株式の期中平均株式数（千株） 24,730 24,710

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益 5.12円 １株当たり四半期純利益 6.60円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 126 162

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 126 162

普通株式の期中平均株式数（千株） 24,730 24,694

EDINET提出書類

名工建設株式会社(E00201)

四半期報告書

28/32



（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次の通りであります。

(1)　決議年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　平成22年11月１日

(2)　中間配当金総額　　　　　　　　　　　　　　　123百万円

(3)　１株当たりの額　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

(4)　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　平成22年11月25日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月11日

名工建設株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平　野　　晃　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉　原　弘　恭　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名工建設株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名工建設株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用して四半期連結財務諸表

を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告提出

会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月10日

名工建設株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平　野　　晃　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 杉　原　弘　恭　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名工建設株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名工建設株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告提出

会社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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